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【独立行政法人 国立長寿医療研究センター】 （単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 3,562,278,676

医業未収金 667,571,537

貸倒引当金 △ 4,524,617 663,046,920

未収金 91,077,861

医薬品 33,256,501

診療材料 18,933,689

給食用材料 1,106,925

貯蔵品 8,412,586

前払費用 5,105,800

未収収益 77,346

その他流動資産 4,544,134

流動資産合計 4,387,840,438

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物 3,167,462,982

減価償却累計額 △ 157,920,345 3,009,542,637

構築物 48,704,613

減価償却累計額 △ 4,350,876 44,353,737

医療用器械備品 659,275,693

減価償却累計額 △ 199,049,372 460,226,321

その他器械備品 3,671,240,078

減価償却累計額 △ 710,720,469 2,960,519,609

土地 3,293,584,482

建設仮勘定 0

有形固定資産合計 9,768,226,786

２　無形固定資産

電話加入権 88,000

その他無形固定資産 11

無形固定資産合計 88,011

３　投資その他の資産

破産更生債権等 15,211,703

貸倒引当金 △ 15,211,703 0

長期貸付金 3,600,000

投資その他の資産合計 3,600,000

固定資産合計 9,771,914,797

資産合計 14,159,755,235

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額

貸　借　対　照　表

（平成２３年３月３１日）
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【独立行政法人 国立長寿医療研究センター】 （単位：円）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額

負債の部

Ⅰ　流動負債

運営費交付金債務 274,149,527

預り寄附金 6,750,000

一年以内返済長期借入金 116,905,134

買掛金 187,372,704

未払金 2,008,522,795

一年以内支払リース債務 113,981,898

前受金 6,392,163

預り金 68,983,219

未払費用 297,289

引当金

賞与引当金 205,031,741 205,031,741

流動負債合計 2,988,386,470

Ⅱ　固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金 197,704,768

資産見返補助金等 47,071,624

資産見返寄附金 18,178,990 262,955,382

長期借入金 737,234,258

リース債務 79,038,041

固定負債合計 1,079,227,681

負債合計 4,067,614,151

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 10,333,706,713

資本金合計 10,333,706,713

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 587,164,254

損益外減価償却累計額（△） △ 619,491,399

資本剰余金合計 △ 32,327,145

Ⅲ　繰越欠損金

当期未処理損失 △ 209,238,484

（うち当期総損失） （ △ 209,238,484 ）

繰越欠損金合計 △ 209,238,484

純資産合計 10,092,141,084

負債純資産合計 14,159,755,235

－　2　－



【独立行政法人 国立長寿医療研究センター】 （単位：円）

経常費用

業務費

給与費 3,672,105,781

材料費 1,257,978,067

委託費 313,495,475

経費 1,426,571,148

設備関係費 617,983,334

その他 786,597 7,288,920,402

一般管理費

給与費 259,382,413

材料費 92,610

経費 48,719,153

減価償却費 1,859,760 310,053,936

財務費用 12,943,269

その他経常費用 12,690,726

経常費用合計 7,624,608,333

経常収益

運営費交付金収益 2,982,654,798

補助金等収益 18,843,571

業務収益

医業収益 4,112,175,702

研修収益 22,514,500

研究収益 303,720,106 4,438,410,308

寄附金収益 390,001

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 4,923,907

資産見返補助金等戻入 803,126

資産見返寄附金戻入 1,162,381 6,889,414

財務収益 1,187,561

その他経常収益 23,588,770

経常収益合計 7,471,964,423

経常損失 △ 152,643,910

臨時損失

固定資産除却費 74,321,289

消耗品費 221,361,319

その他臨時損失 2,744,098 298,426,706

臨時利益

物品受贈益 221,361,319

その他臨時利益 20,470,813 241,832,132

当期純損失 △ 209,238,484

当期総損失 △ 209,238,484

損　益　計　算　書

（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【独立行政法人 国立長寿医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 △ 3,545,324,746

材料の購入による支出 △ 990,829,190

その他の業務支出 △ 1,551,446,341

運営費交付金収入 3,459,433,000

補助金等収入 20,876,000

寄附金収入 8,140,000

医業収入 3,443,211,924

研修収入 22,514,582

研究収入 275,113,035

その他の収入 41,009,622

小計 1,182,697,886

利息の支払額 △ 12,968,995

利息の受取額 1,110,215

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,170,839,106

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 312,393,525

その他の投資活動による支出 △ 3,600,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 315,993,525

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △ 78,599,055

リース債務償還による支出 △ 99,640,825

金銭出資の受入による収入 2,516,937,500

承継負債の支払による支出 △ 217,383,153

承継資産の回収による収入 586,118,628

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,707,433,095

Ⅳ　資金増加額 3,562,278,676

Ⅴ　資金期首残高 0

Ⅵ　資金期末残高 3,562,278,676

キャッシュ・フロー計算書

（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【独立行政法人 国立長寿医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 △ 209,238,484

当期総損失 △ 209,238,484

Ⅱ　次期繰越欠損金 △ 209,238,484 △ 209,238,484

損失の処理に関する書類

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【独立行政法人 国立長寿医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ　業務費用

（１）損益計算書上の費用

業務費 7,288,920,402

一般管理費 310,053,936

財務費用 12,943,269

その他経常費用 12,690,726

臨時損失 298,426,706 7,923,035,039

（２）（控除）自己収入等

医業収益 △ 4,112,175,702

研修収益 △ 22,514,500

研究収益 △ 211,991,338

その他経常収益 △ 26,328,713

臨時利益 △ 20,470,813 △ 4,393,481,066

業務費用合計 3,529,553,973

Ⅱ　損益外減価償却相当額

行政サービス実施コスト計算書

（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額

Ⅱ　損益外減価償却相当額

損益外減価償却相当額 619,491,399 619,491,399

Ⅲ　損益外除売却差額相当額

損益外除売却差額相当額 1 1

Ⅳ　引当外退職給付増加見込額

引当外退職給付増加見込額 △ 6,164,168 △ 6,164,168

Ⅴ　機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 117,375,839 117,375,839

Ⅵ　行政サービス実施コスト 4,260,257,044

－　6　－



注 記 事 項

Ⅰ．重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

業務達成基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２ ～ ４７年

構築物 ９ ～ ２０年

医療用器械備品 ２ ～ １０年

その他器械備品 ２ ～ １５年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益外減

価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職手当一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされるものについては、退職給付にか

かる引当金は計上していません。

なお、業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加額見積額は、独立行政法人会計基準第

８９第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しています。

４．貸倒引当金の計上基準

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

５．賞与引当金の計上基準

役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当該事業年度に負

担すべき支給見込額を計上しております。

６．たな卸資産の評価基準及び評価方法

（１）医薬品

最終仕入原価法に基づく低価法

（２）診療材料

最終仕入原価法に基づく低価法

（３）給食用材料

最終仕入原価法に基づく低価法

（４）貯蔵品

金券類は個別法、その他は最終仕入原価法に基づく低価法

－　7　－



７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成２３年３月末利回りを参考に１．２５５％で計算しております。

８．リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

９．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

１０．固定資産の減損の処理方法

「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準」及び「固定資産の減損に係る独立行政法人会

計基準解釈」（平成17年6月29日設定 平成22年3月30日改訂）を適用しております。

１１．金融商品の状況に関する事項

当センターは、資金調達については財政融資資金からの借入によっております。

また、当センターの診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク低減を

図っております。

なお、借入金の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って、資金

調達を行っております。

１２．金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

貸借対照表

区 分 時 価 差 額

計 上 額

（1）現金及び預金 ３,５６２ ３,５６２ －

（2）医業未収金 ６６８ ６６８ －

（3）未収金 ９１ ９１ －

（4）長期借入金 (８５４) (８８０) (△２６)

（5）買掛金 (１８７) (１８７) (－)

（6）未払金 （２,００９） （２,００９） (－)

係数は原則として四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。

（注１）負債に計上されているものは（ ）で示しております。

（注２）金融商品の時価の算定方法に関する事項

（1）現金及び預金，（2）医業未収金，（3）未収金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

（4）長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法によっております。

（5）買掛金，（6）未払金

－　8　－



これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、帳簿価額によ

っております。

Ⅱ．貸借対照表

１．運営費交付金から充当されるべき退職一時金に係る退職給付引当金の見積額

１,６０１,０３３,４５１ 円

２．高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律（平成20年法律第93号）附則第8条第

7項に基づく当該事業年度末における保証債務の総額 ８５４,１３９,３９２ 円

Ⅲ．損益計算書

１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳

① 研究収益 ２７,５００,０００ 円

② 研修収益 １１,３５０,０００ 円

③ その他経常収益 ３３,６００ 円

合 計 ３８,８８３,６００ 円

２．その他臨時損失の内訳

① 独立行政法人化前の診療に係る受託研究費のうち、委託元機関より返金要請を受けた研究費

２,２５９,００６ 円

② その他 ４８５,０８７ 円

３．その他臨時利益の内訳

① 独立行政法人化前の診療に係る診療報酬額のうち、資本金又は資本剰余金の見合い額として計

上した医業未収金以外で独立行政法人化後に決定した診療報酬額 ２０,０６０,３３９ 円

② その他 ４１０,４７４ 円

Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書

１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 ３,５６２,２７８,６７６ 円

現金及び預金勘定のうち定期預金 ０ 円

資金期末残高 ３,５６２,２７８,６７６ 円

２．重要な非資金取引

① ファイナンス・リースによる資産の取得 ２９２,６６０,７６４ 円

② 政府出資の受入による資産の取得 ９,５５４,７９２,０８３ 円

③ 無償譲与による資産の取得 ２２１,３６１,３１９ 円

３．承継資産の回収による収入

承継資産の回収による収入は、国から承継した医業未収金、破産更生債権等に係る収入でありま

す。
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４．承継負債の支払による支出

承継負債の支払による支出は、国から未払消費税及び賞与引当金に係る支出であります。

Ⅴ．行政サービス実施コスト計算書

国からの出向職員に係る引当外退職給付増加見込額は １,０５４,４００ 円であります。

Ⅵ．オペレーティング・リース取引

１．貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 ６,５０５,１７０ 円

２．貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 ８１８,１６０ 円

Ⅶ．重要な債務負担行為

職員アパート２棟借り上げのため、最低月額賃料の９０％相当額を業者に補償しております。

７０７,６１６,０００ 円（当該年度末の極度額）

ただし、平成23年6月1日現在において、最低月額賃料を上回っているところから、業者

への補償は発生しておりません。

Ⅷ．重要な後発事象

該当事項はありません。
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財 務 諸 表財 務 諸 表財 務 諸 表財 務 諸 表

（（（（附 属 明 細 書附 属 明 細 書附 属 明 細 書附 属 明 細 書））））
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5
9

0
,8

7
8

,1
0

7

5
9

0
,8

7
8

,1
0

7

1
0

0
,0

0
0

1
0

0
,0

0
0

1
1

,9
3

3
,7

9
7

1
1

,9
3

3
,7

9
7

6
0

2
,9

1
1

,9
0

4

摘
　
　
要

期
首
残
高

貸
付
金
等
の
残
高

医
業
未
収
金

破
産
更
生
債
権
等

一
般
債
権

期
首
残
高

当
期
増
減
額

7
6

,6
9

3
,4

3
0

7
6

,6
9

3
,4

3
0

9
0

,9
7

7
,8

6
1

9
0

,9
7

7
,8

6
1

3
,2

7
7

,9
0

6

3
,2

7
7

,9
0

6

1
7

0
,9

4
9

,1
9

7

区
　
　
　
分

破
産
更
生
債
権
等

計

未
収
金

一
般
債
権

0 0

1
1

,9
3

3
,7

9
7

1
1

,9
3

3
,7

9
7

1
1

,9
3

3
,7

9
7

１
０
．
資
産
除
去
債
務
の
明
細

　
　
該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

１
１
．
法
令
に
基
づ
く
引
当
金
等
の
明
細

　
　
該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

１
２
．
保
証
債
務
の
明
細

（
単
位
：
円
）

保
証
料
収
益

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

金
額

(1
1

6
,9

0
5

,1
3

4
)

1
9

3
2

,7
3

8
,4

4
7

－
0

1
7

8
,5

9
9

,0
5

5
1

8
5

4
,1

3
9

,3
9

2
－

（
注

）
１

．
国

立
高

度
専

門
医

療
に

関
す

る
研

究
等

を
行

う
独

立
行

政
法

人
に

関
す

る
法

律
附

則
第

8
条

第
7
項

に
基

づ
き

、
各

国
立

高
度

専
門

医
療

　
セ

ン
タ

ー
は

、
厚

生
労

働
大

臣
が

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、

当
該

国
立

高
度

専
門

医
療

セ
ン

タ
ー

以
外

の
国

立
高

度
専

門
医

療
セ

ン
タ

ー
が

　
承

継
し

た
旧

特
別

会
計

の
財

政
融

資
資

金
か

ら
の

借
入

金
債

務
を

保
証

し
て

お
り

ま
す

。

２
．

（
　

）
は

、
１

年
以

内
保

証
債

務
減

少
予

定
額

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

期
首
残
高

当
期
増
加

当
期
減
少

期
末
残
高

旧
特
別
会
計
の
財
政

融
資
資
金
か
ら
の
負

債
に
係
る
保
証
債
務

区
　
　
　
分
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１
３
．
資
本
金
及
び
資
本
剰
余
金
の
明
細

（
単
位
：
円
）

期
末
残
高

摘
　
　
要

資
本

金
政

府
出

資
金

1
0

,3
3

3
,7

0
6

,7
1

3
注
１

1
0

,3
3

3
,7

0
6

,7
1

3

資
　

 
本

資
本

剰
余

金

剰
余

金
施

設
費

0

運
営

費
交

付
金

0

補
助

金
等

0

寄
附

金
等

0

目
的

積
立

金
0

損
益

外
除

売
却

差
額

相
当

額
△

 1

そ
の

他
5

8
7

,1
6

4
,2

5
5

5
8

7
,1

6
4

,2
5

4

損
益

外
減

価
償

却
累

計
額

6
1

9
,4

9
1

,3
9

9
注
２

△
 3

2
,3

2
7

,1
4

5

（
注

）
 

１
．

当
期

増
加

額
は

、
高

度
専

門
医

療
に

関
す

る
研

究
等

を
行

う
独

立
行

政
法

人
に

関
す

る
法

律
第

４
条

に
規

定
す

る
追

加
出

資
に

よ
る

も
の

で
す

。

２
．

当
期

減
少

額
は

、
「

第
８

７
特

定
の

償
却

資
産

」
に

該
当

す
る

資
産

の
減

少
に

よ
る

も
の

で
す

。

2
,5

1
6

,9
3

7
,5

0
0

0

0
1

6
1

9
,4

9
1

,3
9

9
0

6
1

9
,4

9
1

,3
9

9

0 0 0 0

0 1 0 1

0 0 0 0 0 0 0

0 0

5
8

7
,1

6
4

,2
5

5

5
8

7
,1

6
4

,2
5

5

0

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

0 0 0 0

2
,5

1
6

,9
3

7
,5

0
0

区
　
　
　
　
　
　
　
分

差
引

計

計計

0

5
8

7
,1

6
4

,2
5

5

期
首
残
高

7
,8

1
6

,7
6

9
,2

1
3

7
,8

1
6

,7
6

9
,2

1
3

１
４
．
積
立
金
等
の
明
細

　
　
該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

１
５
．
目
的
積
立
金
の
取
崩
し
の
明
細

　
　
該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

１
６
．
運
営
費
交
付
金
債
務
及
び
当
期
振
替
額
等
の
明
細

（
１
）
運
営
費
交
付
金
債
務
の
増
減
の
明
細

（
単
位
：
円
）

0
3

,1
8

5
,2

8
3

,4
7

3
2

7
4

,1
4

9
,5

2
7

0
3

,1
8

5
,2

8
3

,4
7

3
2

7
4

,1
4

9
,5

2
7

運
営
費
交
付
金

期
末
残
高

2
,9

8
2

,6
5

4
,7

9
8

2
,9

8
2

,6
5

4
,7

9
8

2
0

2
,6

2
8

,6
7

5

2
0

2
,6

2
8

,6
7

5

小
　
　
計

交
付
年
度

期
首
残
高

交
付
金

当
期
交
付
額

当
期
振
替
額

運
営
費
交
付
金
収
益

資
産
見
返

計

平
成
２
２
年
度

資
本
剰
余
金

0 0

3
,4

5
9

,4
3

3
,0

0
0

3
,4

5
9

,4
3

3
,0

0
0
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（
２
）
運
営
費
交
付
金
債
務
の
当
期
振
替
額
の
明
細

平
成
２
２
年
度
交
付
分

（
単
位
：
円
）

２
．
当
該
業
務
に
関
す
る
損
益
等

　
ア
．
研
究
業
務

1
,0

4
5

,3
6

3
,6

4
8
円

　
イ
．
臨
床
研
究
業
務

1
,4

0
0

,0
3

8
,6

1
6
円

　
ウ
．
診
療
業
務

9
,7

3
9

,0
0

0
円

　
エ
．
教
育
研
修
業
務

1
7

7
,9

1
5

,0
0

0
円

　
オ
．
情
報
発
信
業
務

1
1

,0
4

8
,0

0
0
円

　
カ
．
そ
の
他

3
4

3
,4

7
4

,4
4

1
円

　
ア
．
研
究
業
務

1
4

6
,3

6
5

,1
6

0
円

　
イ
．
臨
床
研
究
業
務

5
6

,2
6

3
,5

1
5
円

３
．
運
営
費
交
付
金
収
益
化
額
の
積
算
根
拠

　
　
年
度
計
画
の
予
定
ど
お
り
に
遂
行
し
た
業
務
に
つ
い
て
、
各
業
務
に
当
て
ら
れ
て
る
運
営
費
交
付
金
の
計
画
額
を
収
益
化

内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
訳

（
１
）
損
益
計
算
書
に
計
上
し
た
費
用
の
額
 
：
 
2
,
9
8
7
,
5
7
8
,
7
0
5
円

2
,9

8
2

,6
5

4
,7

9
8

2
0

2
,6

2
8

,6
7

5 0

１
．
業
務
達
成
基
準
を
採
用
し
た
業
務
：
研
究
業
務
、
臨
床
研
究
業
務
、
診
療
業
務
、
教
育
研
修
業
務
、
情
報
発
信
業
務
、
そ
の
他

（
２
）
固
定
資
産
の
取
得
額
 
：
 
2
0
2
,
6
2
8
,
6
7
5
 
円

業
務
達
成
基
準
に
よ

る
振
替
額

運
営
費
交
付
金
収
益

区
　
　
　
分

資
産
見
返
運
営
費
交
付
金

資
本
剰
余
金

金
　
　
　
額

会
計
基
準
第
8
1
第
3
項
に
よ
る
振
替
額

期
間
進
行
基
準
に
よ

る
振
替
額

0 0 0 0 0 0

3
,1

8
5

,2
8

3
,4

7
3

　
－
　
（
期
間
進
行
基
準
を
採
用
し
た
業
務
は
あ
り
ま
せ
ん
）

　
－
　
（
費
用
進
行
基
準
を
採
用
し
た
業
務
は
あ
り
ま
せ
ん
）

0

3
,1

8
5

,2
8

3
,4

7
3 0

合
　
　
　
計

費
用
進
行
基
準
に
よ

る
振
替
額

運
営
費
交
付
金
収
益

資
産
見
返
運
営
費
交
付
金

資
本
剰
余
金 計

運
営
費
交
付
金
収
益

資
産
見
返
運
営
費
交
付
金

資
本
剰
余
金 計

0

計
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（
３
）
運
営
費
交
付
金
債
務
残
高
の
明
細

（
単
位
：
円
）

　
－
　
（
期
間
進
行
基
準
を
採
用
し
た
業
務
は
あ
り
ま
せ
ん
）

　
－
　
（
費
用
進
行
基
準
を
採
用
し
た
業
務
は
あ
り
ま
せ
ん
）

交
付
年
度

平
成
２
２
年
度

運
営
費
交
付
金
債
務
残
高

区
　
　
分

業
務
等
区
分

金
　
　
額

業
務
達
成
基
準
を
採

用
し
た
業
務
に
係
る

分 期
間
進
行
基
準
を
採

用
し
た
業
務
に
係
る

分 費
用
進
行
基
準
を
採

用
し
た
業
務
に
係
る

分

2
7

4
,1

4
9

,5
2

7

－－

研
究
業
務

臨
床
研
究
業
務

診
療
業
務

教
育
研
修
業
務

情
報
発
信
業
務

そ
の
他

小
計

残
高
の
発
生
理
由
及
び
収
益
化
等
の
計
画

○
研
究
業
務
及
び
臨
床
研
究
業
務
に
つ
い
て
は
、
計
画
ど
お
り
の
業
務
を
達
成
で
き
る
見
込

み
で
あ
り
、
翌
事
業
年
度
で
収
益
化
す
る
予
定
で
あ
る
。

0 0

1
2

7
,8

7
5

,5
0

0

9
7

,6
9

6
,4

6
8 0 0 0

4
8

,5
7

7
,5

5
9

○
業
務
達
成
基
準
を
採
用
す
る
研
究
業
務
及
び
臨
床
研
究
業
務
に
お
い
て
、
研
究
開
始
に
お

け
る
遅
延
、
研
究
計
画
の
変
更
に
よ
る
未
達
成
額
が
発
生
し
た
こ
と
に
よ
り
運
営
費
交
付
金

を
債
務
と
し
て
翌
事
業
年
度
に
繰
り
越
し
た
も
の
。
ま
た
、
そ
の
他
は
退
職
手
当
に
か
か
る

も
の
で
あ
る
。

分

計
2

7
4

,1
4

9
,5

2
7

－　16　－



１
７
．
運
営
費
交
付
金
以
外
の
国
等
か
ら
の
財
源
措
置
の
明
細

　
補
助
金
等
の
明
細

（
単
位
：
円
）

4
7

,8
7

4
,7

5
0

0
0

0

0
0

0
1

8
,8

4
3

,5
7

1

4
7

,8
7

4
,7

5
0

0
0

1
8

,8
4

3
,5

7
1

１
８
．
役
員
及
び
職
員
の
給
与
の
明
細

（
単
位
：
円
、
人
）

支
給
人
員

(0
) 0

区
　
　
　
分

役
　
　
　
員

合
　
　
　
　
　
計

資
産
見
返

補
助
金
等

資
本
剰
余
金

収
益
計
上

摘
　
要

平
成
2
2
年
度
老
人
保
健
健
康
増
進
等
事
業

区
　
　
　
　
　
分

独
立
行
政
法
人
国
立
長
寿
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
設
備
整
備
費
補
助
金

当
期
交
付
額

建
設
仮
勘
定

補
助
金
等

4
7

,8
7

4
,7

5
0

1
8

,8
4

3
,5

7
1

6
6

,7
1

8
,3

2
1

0 0 0

(3
) 3

長
期
預
り
補
助
金
等

左
の
会
計
処
理
内
訳

報
酬
又
は
給
与

支
給
額

支
給
人
員

退
職
手
当

支
給
額

(0
) 0

(4
,3

2
0

,0
0

0
)

4
8

,9
3

8
,7

1
7

0

(0
)

5
2

(0
)

5
2

（
注

）
１

．

２
．

３
．

支
給

人
員

は
、

年
間

平
均

支
給

人
数

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

４
．

非
常

勤
の

役
員

及
び

職
員

は
、

外
数

と
し

て
（

　
　

）
で

記
載

し
て

お
り

ま
す

。

５
．

中
期

計
画

に
お

い
て

は
、

法
定

福
利

費
等

を
含

め
て

予
算

上
の

人
件

費
と

し
て

お
り

ま
す

が
、

上
記

明
細

に
は

法
定

福
利

費
等

は
含

ま
れ

て
お

り
ま

せ
ん

。

職
員

に
対

す
る

給
与

等
の

支
給

基
準

は
、

独
立

行
政

法
人

国
立

長
寿

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

職
員

給
与

規
程

、
独

立
行

政
法

人
国

立
長

寿
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
非

常
勤

職
員

給
与

規
程

、
独

立
行

政
法

人
国

立
長

寿
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
非

常
勤

医
師

及
び

歯
科

医
師

給
与

規
程

、
独

立
行

政
法

人
国

立
長

寿
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
職

員
退

職
手

当
規

程
に

よ
っ

て
お

り
ま

す
。

役
員

に
対

す
る

報
酬

等
の

支
給

基
準

は
、

独
立

行
政

法
人

国
立

長
寿

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

報
酬

規
程

及
び

独
立

行
政

法
人

国
立

長
寿

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

退
職

手
当

規
程

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。

職
　
　
　
員

合
　
　
　
計

1
6

4
,3

7
5

,4
4

1

(3
9

8
,2

7
7

,7
2

7
)

2
,7

9
1

,4
1

2
,4

3
6

(4
0

2
,5

9
7

,7
2

7
)

2
,8

4
0

,3
5

1
,1

5
3

(0
)

(0
)

1
6

4
,3

7
5

,4
4

1

3

(2
4

9
)

4
2

8

(2
5

2
)

4
3

1

0
4

8
,9

3
8

,7
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が
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決 算 報 告 書決 算 報 告 書決 算 報 告 書決 算 報 告 書



【独立行政法人国立長寿医療研究センター】 （単位：円）

区　　分 予算額 決算額 差額 備考

収入

運営費交付金 3,459,433,000 3,459,433,000 0

施設整備費補助金 0 0 0

長期借入金 0 0 0

業務収入 3,949,216,000 3,811,975,378 △ 137,240,622

その他の収入 2,945,769,000 3,103,056,128 157,287,128 国から承継した医業未収金の回収による。

計 10,354,418,000 10,374,464,506 20,046,506

支出

業務経費 7,230,378,000 6,300,898,775 △ 929,479,225

研究業務経費 1,229,392,000 950,187,354 △ 279,204,646 研究の進捗が変更となったことによる。

臨床研究業務経費 1,224,655,000 1,282,760,995 58,105,995 外部研究費獲得の増加による。

診療業務経費 3,936,339,000 3,509,404,376 △ 426,934,624 人件費、経費の削減による。

教育研修業務経費 220,707,000 164,488,665 △ 56,218,335 人件費の削減による。

情報発信業務経費 46,940,000 36,162,167 △ 10,777,833 人件費の削減による。

その他の経費 572,345,000 357,895,218 △ 214,449,782 人件費、経費の削減による。

施設整備費 2,565,143,000 312,393,525 △ 2,252,749,475

借入金償還 78,578,000 78,599,055 21,055

支払利息 12,969,000 12,968,995 △ 5

その他の支出 84,097,000 107,325,480 23,228,480

計 9,971,165,000 6,812,185,830 △ 3,158,979,170

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。

決　算　報　告　書

（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

　 （２）損益計算書の一般管理費、その他経常費用は、決算報告書上は業務経費の「その他の経費」に含んでおります。

　 （１）損益計算書の補助金等収益、業務収益、寄附金収益、財務収益、その他経常収益は、決算報告書上は「業務収入」に含んでおります。

工事の進捗が遅れたことにより、整備費の

支払いが年度内の支払額が計画より減少し

たことによる。

看護師未確保ため、病床減等により診療収

益が減少したこと等による。

奨学貸付金の新設並びにリース資産の増加

による。

　 （３）予算額の計上に準じ決算額においても未払金等の加減は行っておりません。
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監 事監 事監 事監 事 のののの 意 見意 見意 見意 見
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会計監査人会計監査人会計監査人会計監査人のののの意見意見意見意見
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